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第 1  紛争解決の審議経過及び結果について   

東京都消費者被害救済委員会は、昭和62年11月12日付62生文消  

計第201号をもって、知事から「連鎖販売業（マルチ商法）に係る消費  

者紛争案件」3件について処理を付託された。   

救済委員会は、これらの紛争案件を速やかに解決するため、直ちに学識  

経験者委員3名、消費者委員及び事業者委員各1名をもって構成するあっ  

せん部会を設け、あっせんによる解決を図ることとした。   

あっせん部会は、昭和62年11月27日の第1回部会以降計14回の  

部会を開催し、この間紛争当事者から事情聴取を実施する等紛争の内容に  

らいて懐童に審議した。   

そして、昭和63年8月2日開催のあっせん部会におい て、 相手方であ  

る事業者D社に対し最終的なあっせん案を提示し、これに掌り本件紛争を  

解決するよう求めたところ、相手方である事業者D社はこれに同意し、あっ  

せんが成立した。   

なお、同月6日このあっせんに基づく協定が履行された。   

当委員会は、同年9月19日あっせん部会から本件の処理経過及び結果  

について報告を受け、これを了承した。  
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第 2  紛争の概要とその解決について  

1 当事者の表示  

＜第1号案件＞   

申立人 （消費者）   

相手方 （事業者）  

A（会社員）  

株式会社 D  

＜第2号案件＞   

申立人・（消費者）   

相手方は第1号案件と同じ  

B（会社員）  

＜第3号案件＞   

申立人 （消費者）   

相手方は第1号案件と同じ  

C射撃生）  

2 紛争の概要   

申立人ら3名（A・B・C）は、連鎖販売業（マルチ商法）の事業  

者である株式会社Dを相手方とし、東京都消費者被専政済委員会に対し   

次の内容による申立をしたものである。  

案 件  申立人  性別   申  立  内  容   

第1号   A   女性  代理店契約等に要した費用（1，524，000円）の  

返還を求める。   

第2号   B   女性  特約店契約等に要した費用（830，000円）の返  

還を求める。   

第3号   C   男性  メンバー契約に要した費用（67，000円）の返還  

を求める。   

その詳細については、以下のとおりである。  
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（l）第1号案件，・申立人Aの申立内容  

ア、メンバー契約  

① 申立人Aは、昭和61年1月頃高枚時代の友人Eからパーティーに誘   

われ、遊びの気持で出かけ会員と思われる数名を紹介されたが、その時   

は食べたり飲んだりして楽しんだだけであった。   

同年4月13日、友人汚から再度電話で呼び出さ叫、何の説明もない   

まま連鎖販売業の説明会場に連れていかれ、自動車用品の販売に関する   

話や勧誘等の経験談を開かされた後、事務所のようなところで友人Eを   

含む数名から会員となるよう勧められ、友人Eを相手方としたメンバー   

契約を締結した。  

② メンバー契約の内容は、（a）訪問販売等に関する法律第3葦の連鎖販   

売取引を厳守し、取扱い商串の販売促進に協力する。（b）申立人Aは、   

指定された商品を買い取り、顧客又は取引先に販売する。（c）特定負担   

額は合計6方7千円であるが、その内訳はカーワックス等自動車用品（4   

本1セット）を4セット＠12，500円で5方円、販売用具代金2千円、・年   

会費等1万5千円。（d）その他会員の権利として、メンバーズスポーツ   

クラブ（MSC）やメンバーズライフアップクラブ（MLC）の特典を   

受けることができる。というものであった。  

（む支払いについては、内金千円を友人Eから借りて支払い、残金6万6   

千円は、別の友人から借りて同月18日現金で相手方D社に支払った。  

領収書は友人E名義のものであった。  

享た、友人Eあて「4セットを確かに受け取ったが、全部は持ち帰れ   

ないため、そのうち2セットを4月30日まで一時保管をして欲しい。」   

皆の商品保管願い審を指示された通り書き、2セットを持ち帰った。  

イ、特約店契約  

① 申立人Aは、友人E等から、数日間営業所に通うように害われ、勧誘   

や販売システムに関するメンバーとして必要な学習を受けた。また、勧   

誘予定者を数名リストアップするよう言われたり、自分の夢や目標を書  
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かされた。   

更に、それらの目標を達成するため自分を試してみないかと、直上代   

理店であるF等から特約店開設を勧められ、「特別ゼミナール」（特約店   

になるための講習会で直上代理店の推薦と役員の許可が必要。）に出席   

するよう言われた。   

「特別ゼミナール」出席後、昭和61年5月18日、直上代理店F及   

び特約店でもある友人Eと同行し、相手方D社の本社で面接し、意思確   

認をさせられた後、直上代理店Fを相手方とし、友人Eを連帯保証人と   

した特約店契約を締結した。  

② 特約店契約の内容は、（a）訪問販売等に関する法律第3牽の連鎖販売   

取引を厳守し、取扱い商品の販売促進に協力する。（b）申立人Aは、指   

定され年商品を買い取り、取引先に販売する。（c）特定負担額は、合計   

86万円であるが、その内訳はカーワックス等自動車用品（4本1セッ  

ト）を60セット＠10，000円で60万円、権利金20万円、販萄業務委   

託費5万円、販売用具代金1万円。であった。  

③ 支払いもま将来、専門学校に通うために貯金していたお金から相手方D   

社に支払った。  

領収番は、販売業務委託費分の5万円については相手方D社名義のも   

ので、商品販売代金及び権利金分、合計81万円については直上代理店   

F名義のものであった。  

商品については、直上代理店Fあて、60セットのうち56セットを   

保管とし、4セット持ち帰る旨の商品保管願い昏を指示された通り書き、   

相手方D社の倉庫に保管してもらった。持ち帰り分4セットについてほ、   

契約の相手方である直上代理店Fに預けた。  

さらに、相手方D社に対し、最低1年間は独立事業主として営業する   

ことを誓約する皆の特約店販売業務委託規約に署名、捺印するとともに、   

今後一ケ月間の行動予定として、勧誘予定者をリストアップするよう言   

われ捷出した。  

① 特約店契約に係るクーリング ・オフ期間中に、特約店営業意思確認書   

を書か・され、自分の目標に向かって努力する気持ほ変わらないので、解   

約する意思がない旨を確認させられた。  
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ウ、代理店契約  

① 申立人Aは、特約店契約時までに支払った金額を何とか取り返そうと   

思い、昭和61年5月25日に、職場の友人である申立人Bを、楽しい   

ことがある、自分を試してみないか、と勧誘↓、メンバー契約を締結し、   

5万7千円の収入を得た。  

メンバーを勧誘しても5万7千円の収入しかならず、もう友人を何人   

もだましたくない気拝も強くなった。しかし、「代理店になれば自分の   

手は汚さなくても傘下の特約店がメンバーを勧誘してくれる」と勧めら   

れ、同年6月3日、相手方D社を相手方とし、直上代理店Fを連帯保証   

人とした代理店契約を締結した。  

なお、代理店になる時には特別の研修はなかった。  

② 代理店契約の内容は、特約店契約のものとほぼ同様のものであったが、   

特定負担額については」合計80万円で、その内訳はカーワらクス等自   

動車用品（4本1セット）を50セット＠8，000円で40万円、権利金   

30万円、販売業務委託費10万円であった。  

（卦 支払いは、若干の貯金と友人から借りたお金から相手方D社に支払っ   

た。  

領収書は、商品販売代金及び販売業務委託費分の合計5・0万円につい   

では、相手方D社名義のもので、権利金分の30万円については、直上   

代理店F名義のものであった。   

なお、代理店に昇進する．条件として祇替特約店を紹介しなければなら   

ないため、代理店契約と同時に、友人である申立人Bを代替特約店とし   

て直上代理店Fに紹介した。  

商品については、相手方D社あて、50セットのうち46セットを保   

管とし、4セットを持ち帰る旨の商品保管依頼書を指示された通り書き、   

持ち帰り分4ゼットについては、直上代理店F■に預けた。  

代理店契約と同時に、相手方D社に対し、最低一年間は独立事業主と   

して営業することを誓約する旨の代理店販売業務委託規約に署名、捺印   

するとともに、今後－ケ月間の行動予定として、勧誘予定者をリストアッ   

プするよう言われ提出した。  

① 代理店契約に係るクーリング・オフ期間中に、代理店営業意思確認書  
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を書かされ、自分の目標に向かって努力する気持は変わらないので解約   

する意思がない旨を確認させられた。  

⑤ 契約後、代理店会議等に数回出席し、代理店の役割や勧誘時の説得方   

法等について指導を受け、代理店研修旅行にも参加したが、代理店になっ   

ても傘下の特約店がいないため、自■ら勧誘しないと収入になら●ないので、   

支払った分を少しでも馴叉しようと、同年6月18日、同じ職場の友人   

Gを勧誘し、5万7千円の収入を得た。この頃から、もうこんなことは  

したくないという気持が強くなってきた。  

⑥ しかし、相手方D社の社員や直上代理店F等から再三にわたり勧誘す   

るように言われ、やむを得ず同年9月7日、高校時代の友人Hを勧誘し、   

メンバー契約を締結し、5方7千円の収入を纏、同年9月23日、友人   

Hを樽約店に昇進させ、31万2千円の収入を得た。  

その後友人Hが自分の友達でもある友人Ⅰを勧誘し、同年11月2日   

申立人Aを直上代理店として特約店契約を締結したため、32．万円の収   

入を得た。  

⑦ 勧誘活動をしでいるうちに、システムに無理があることに気付くとと   

もに、紹介した・友人を傷つけ、自分も傷ついていることに気付き、昭和   

62年1月、特約店契約をした友人HとⅠに特約店契約で得た合計60   

万円を現金で返金した。  

⑧ 相和62年1月ユ4日、東京都消費者センターに相談し、助言を得た   

うえ、同月20日付内容証明郵便で相手方D社あて、「勧誘活動をして   

いくうちに、このような仕事ほ性格に合わないこと。自分自身も傷つき、   

友人も傷つけ今まで築いてきた友人関係もこわれてきた。これ以上勧誘   

活動せ続けることは性格上耐えられないので、契約の解除と支払額の返   

金をして欲しい。」旨を申し出たが、同年1月24日付内容証明郵便で   

相手方D社から、「メンバー、特約店、代理店契約にういては契約解除   

に応じるが、返金にほ応じられない。本社倉庫に保管中の商品は引き取っ   

て欲しい。」旨の回答があった。  

⑨ メンバー、特約店、代理店契約に要した費用（特定負担額）の合計額   

172万7千円から勧誘により得た収入額の合計額80万3千円を差し   

引いた額92万4千円と、友人に返金した額60万円を合算した額合計   

152万4千円の遊金を求める。  
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商品について 

る。  

（2）第2号案件・申立人Bの申立内容  

ア、メンバー契約  

① 申立人Bは、昭和61年5月25日、職場の友人（申立人A）から誘   

われ、連鎖販売業の説明会場にいったが、会員の特典であるレジャーに   

興味をもち、レジャー等に参加するつもりで、申立人Aを鱒手方とした   

メンバー契約を締結し、同月27El、6万7千円を相手方D社に支払っ   

∴：  

領収書は、申立人A名義のものであった。  

（参 メンバー契約の内容は、申立人Aと同一のものであった。  

商品については、同日付けで申立人Aに対し、4セット全数申立人A   

に保管してもらう旨の商品保管願い蕃を指示された通り書いた。申立人   

Aはその商品を営業所に預けたままにしてある。  

イ、特約店契約  

① 申立人Bは、メンバー契約後、，申立人Aの直上代理店F等から毎日通   

うように言われ、販売システム等、メンバーとして必要な講習を受け、   

自分の夢や目標を書かされ、それを達成するために頑張ってみないかと   

直上代理店Fから言われ、特別ゼミナールを受けた後、同年6月3日、   

本社へ直上代理店F及び申立人Aと同行し、面接を受け、意思確認をさ   

せられた後、直上代理店Fを相手方とし、申立人Aを連帯保証人とした   

特約店契約を締結した。  

② 特約店契約の内容ほ、申立人Aの内容と同】のものであったが、特定   

負担額については、合計82万円で、その内訳ほカーワックス等自動車   

用品（4本1セット）を56セット＠10，000円で56万円、権利金20   

万円、販売業務委託費5万円、販売用具代金1方円というものであった。  

③ 支払いは、結婚資金として貯えていたお金から相手方D社に支払った。  
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領収書は、販売繁務委託費の5万円については相手方D社名義で、商   

品販売代金及び権利金分の合計77万円については直上代理店F名義の   

ものであった。  

商品については、直上代理店Fあて、56セットのうち52セットは   

保管とし、4セット持ち帰る旨の商品保管願い書を指示された通り書き、   

持ち帰り分4セットについてほ、契約の相手方である直上代理店Fに預   

けた。  

さらに、相手方D社に対し、最低一年間は独立事業主として営業する   

ことを誓約する旨の特約店販売業務委託規約に署名、捺印す・るとともに、   

今後鵬ケ月間の衝動予定として、勧誘予定者をリストアップするよう言   

われ提出した。  

① 特約店契約に係るクーリング・オフ期間中に、半ば強制的雰囲気の中   

で特約店営業意思確認書を啓かされ、自分の目標 

持は変わらないことと解約する意思はない旨を表明する面接を受けさせ   

られ、確認させられた。  

また、今後1カ月の勧誘行動予定を書かされたが、しばらくの間は、   

積極的に活動してメンバーを勧誘する気持になれなかった。  

しかし、再三にわたり直上代理店Fから勧誘するよう言われ、同年11   

月30日、職場の友人の一人をメンバーに勧誘し、5万7千円の収入を   

得た。  

⑤ もうこれ以上友人を勧誘する自信は全くなく、悩む毎日であった。  

⑥ 昭和62年1月17日、東京都消費者センターに相談し、助言を得て、   

同月20日付内容証明郵便で相手方D社あて、「このまま勧顔億動がで   

きるかどうか不安があること。また、勧誘活動をすると、友人関係にヒ   

ビが入りこわれていくだけであり、もうこれ以上友人を失いたくないの   

で、契約の解除と支払額の返金をして欲しい。」旨を申し出た。  

しかし、同年1月24日付内容証明郵便で相手方D社から、「メンバー、   

特約店契約については契約解除に応じるが、返金についてほクーリン   

グ・オフ期間も経過しており、応じられない。本社倉庫に保管してある   

商品を同年2月15日までに出庫して欲しい。」旨の回答があった。  

⑦ メンバー、特約店契約に要し 

千円からメンバー勧誘で得た収入額5万7千円を差し引いた額83万円  
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の返金を求める。   

商品については、相手方D社に56セット保管されているはずである。  

（3）第3号案件・申立人Cの申立内容  

ア、メンバー契約  

① 申立人C！ま、昭和62年3月29日、中学時代の友人Jからおもしろ   

い所があるからと誘われ、ある会場へ同行した。そこでは30人位の若   

者がダンスを楽しんでおり、申立人Cもそれに参加した。  

ダンスの後、同じ会場でスポワックラブ、ライフアップクラブの説明   

や、連鎖奴売薬の説明があった。連銀販売策に関する説明では、商品の   

説明やメンバーになれば事務所に来るだけで月に4…5万円儲けられる   

と言われ、楽しんで儲かるならと思い、一週間後の同年4月5日、特約   

店でもある友人Jを相手方としたメンバー契約を締結し、相手方D社に   

6万7千円支払った。  

領収書は友人J名義で発行されたものであった。  

商品については、2セット持ち帰り、2セットは商品保管願い蕃を書   

き保管してもらったが、後日、残りの2セットを持ち帰っ◆た。  

② 友人Jから、毎日通うように言われ10数回事務所に通った。また、   

自分の夢を書かされたり、友人を説明会場に連れてくるよう事務所に行   

くたびに言われたので、友人を電話等で勧誘した。   

しかし、層詣で友人を勧誘していると■ころを親に見つかり、他人に迷   

惑をかけてはいけないと注意された。またこの頃からシステムにも疑問   

を感じ始めた。  

③ 同年5月26日、東京都消費者センターに相談し、助言を得て、相手   

方D社の営業所あて、「メンバー活動が不可能となったので脱会したい。   

そしてこ未使用商品については買い取りして欲しい。」旨を記載した脱   
退届を郵送した。  

① その後、友人Jから説得の電話があった以外相手方D社から何の連絡   

もない。メンバー契約の契約解除と支払額6万7千円の返金を求める。  

ただし、自分で1セット使用しているので、その分1万2千5百円分  
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については請求しない。  

（4）申立人（A・B・C）の勧誘・昇進状況及び金銭授受状況  

ア、申立人Aの勧誘・昇進状況  ＞動詞  
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エ、申立人（A・B・C）の金銭授受状況  

項  目   申立人A   申立人B   申立人C   

（a）   円   円   67，000 円   

特定負担額   1，727，000   887，000   （54，500）  

＊1セット使用   

（b）  

収入額   803，000   57，000   0   

（c）  

友人への  600，000   0   0   

返金額  

（a）－（b）＋（c）  

差引請求額   1，524，000   830，000   54．500   
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（5）相手方D社の見解  

ア、会社の概要  

（D 設立   

昭和54年10月23日に設立され、昭和57年6月29日、現在地   

へ本社移転し、本連鎖販売業を事業開始した。  

（参 事業内容  

自動車用品、日用品雑貨、衣料品、貴石・真珠・貴金属・サンゴ・ベッ   

コーの仕入販売及びこれに付帯する一切の業務。■  

③ 組織及び社貞教  

本社の他、東京支社、横浜支社、京葉支社の3支社がある。その他数   

個所の営業所を持っている。  

社員数については、本社に6名、各支社にそれぞれ15仙16名前彼   

の社員がおり、 合計50～55’名前後である。  

① 会員数  

代理店が400名前後、特約店が400名前後、メンバー及びエリー   

トメンバー350名～400名前後、合計1，150名～1，200名前   

後である。  

（む メンバーズクラブについて   

a メンバーズの資格  

特約店又は代理店より4セット（メンバー契約）又は12セット（エ   

リートメンバー契約）商品を買うことによりメンバーの資格を得るこ  

とができる。   

b メンバーズビジネス．クラブ（MBC）  

自分の余暇を利用し、商品の′ト売や自分の所属する特約店、代理店  
に新メンバーを紹介し、収入を得ることができる 。   

c メンバーズスポーツクラブ（MSC）  

会社の主催する各種スポーツ活動、レジャー活動、海外活動、海外  

旅行等に優先的に安く参加できる。   

d メンバーズライフアップクラブ（MLC）  

生活事業部の商品あるいは各店舗の商品を一般市場価格よりも安く  
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購入することができる。  

⑥ 販売商品について  

連鎖販売取引で、取り扱っている商品は、カーワックス、ガソリン添   

加剤等の自動車用品で、アメリカ製である 。  

使用額皮にあわせて、1セット4本4榎になっており、2セット8本   

7種にして1箱に組み合せている。  

価格については、1万5千円で1セットを販売してもらうこととして   

いるが、品質等については他の同種商品と比較して本南島の方が利点が   

多いことを説明し、理解してもらっている。  

イ、会社の連鎖販売システム（D社の見解及びD社発行「数育セールスマ   

ニュアル」より一部引用）  

会社の連鎖販売システムは、「メンバー 、エリートメンバー」、「特約店」、   

「代理店」の三段階で構成されている。  

① メンバー、エリートメンバー   

a 「メンバー 、エリートメンバー」は、特約店又ほ代理店とメンバー  

契約を締結し、特約店又は代理店から商品をメンバーは＠12，500、エ   

リートメンバーは鱒11，500で買い取り、自らの顧客又ば取引先に販売  

することを原則とする。   

b 特約店、代理店は、メンバー、エリートメンバーに商品を．販売する  

ときは自己の所有する商品を販売することができる 。   

C 野恵負担については、メンバーは、商品代金として4セヅト分5方  

円と販売用具代金2千円を契約相手に納入し、さらに会社に会員登録  

料金1万円と年会費5千円を納入することとなっでいる。なお、エリー  

トメンバーは、商品代金が12セット分13万8千円となっており、  

特定負担の合計ほ、メンバー6万7千円、エリートメンバー15万5  

千円となる。   

d メンバーの権利としては  

○ 契約の相手方の扱う商品の販売権を有する  

○ 契約の相手方から、ノウハウ等の提供を受けることができる。  

○ 会社の行うMSC、MLCの特典を受けることができる。  
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というものである。  

e 特定利益については、商品を1セット販売するごとに仕入価格の差  
額を得ることができ、また販売促進費としてメンバー及びエリートメ   

ンバーを勧誘するごとに1人につき5千円から1万Z千円の利益がで   

る。   

さらに、エリートメンバーだけは、商品をメンバーに卸す場合に商   

品卸売利益をあげることができる。  

f メンバーは、一種のスポーツ、レジャ∵クラブに入るような意識で   

入会する人も多いがメンバーになって直上の特約店や代理店の話を聞   

き、ビジネスをやってみたいと言ってくる人が10人中6、7人程度   

いる。  

② 特約宿   

a 特約店は代理店と特約店契約を締結し、代理店から商品を＠10，000  

で買い取り、その取引先に販売することを原則とする。   

b 特定負担については、特約店は商品代金として60セット（メンバー  

から特約店に昇進する期間が1カ月以内の場合は56セット）分60  

万円（56万円）及び販売用鼻代金1万円並びに特約店権利金20万円  

を契約相手に納入し、さらに会社に販売業務委託費5万円を納入する  

こととなっている。  

特定負担の合計は86万円（82万円）となる。   

C 特約店の権利としては  

○ 代理店の取り扱う商品の販売権を有し、代理店から販売に伴うノ  

ウハウ等め提供を受けることができる。  

○特約店は、会社から販売ゼミナール、経営ゼミナール、特別経営  

ゼミナール会場の捷供を受け、自己並びに取引先販売店に指導を受  

けることができるというものである。   

d 特定利益については、商品を1セット販売するごとに販売価格と仕  

入価格の差額（5千円）が利益となる。  

また、商品卸売利益として千5首円から2千5百円を得ることがで  

き、更に、販売促進費としてメンバーを勧誘した場合には各1人につ  

き5千野、特約店を勧誘し、開設した場合には2店目から10万円の  
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収入を得ることができる。  

e 特約店を開設するに当っては、資格審査に基づき、面接による許可   

を必要とし、特約店開設嘆願書を捷出し、独立事業者としで串己の行  

動に責任を持ち、や、つ、仕入商品を販売する自信があることを条件と   

している。  

③ 代理店   

a 代理店ほ、会社と代理店契約を締結し、会社から商品を＠8，000で  

買い取り、その取引先に販売することを原則とする。   

b 代理店となるためには、自己に替わる代替の特約店を開設きせるこ  

とが条件となっている。   

c 代理店は’、特約店を開設させるに際し、自己の所有する商品を販売  

することはできず、会社から仕入れた商品を販売することとなる。   

d 特定負担については、代理店は商品代金として50セット分40万   

円及び販売業務委託費10，万円を会社を土納入する。  

また、代理店ほ、前取引先代理店に対して独立営業に伴う権利金と  

して30万円を支払うこととなっている。  

特定負担は、80万円となる。   

e 代理店の権利としては、   

0 会社の取り扱う商品の販売権を有し、会社から販売に伴うノウハ  

ウ等の提供を受けることができる。  

○ 会社より、販売促進費、コミッションの支給を受けることができ  

る。  

○ 国内研修、海外研修等各種の指導、教育を受ける権利を有する。   

というものである。  

f 特定利益については商品を1セット販売するごとに販売価格と仕入  

価格の差額（7千円）が利益となる。   

また、商品卸売利益として2千円から4千5育円を得ることができ、  

更に販売促進費としてメンバーを勧誘した場合には各1人につき5千  

円の収入を得ることができる。またi新規開設権利金として、特約店  

の場合には20万円、代理店の場合には30万円を得ることができる。   

ただし、代理店を新規に開設した場合にほ、教育業務委託費として  
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14万円を会社に支払うことを要する。  

g 代理店になるに際しても面接を実施して、独立事業者としての意見   

を確認するなど十全を期している。  

ウ、会員との契約関係  

① 連鎖販売取引にかかる販売、勧誘、広告、契約書面の交付及び契約の   

解除についてよく説明し、訪問販売等に関する法律を厳守するよう、説   

明会や研修会等の場で各会員に指導している。  

② 契約時については、メンバー、特約店、代理店契約時に、会社社員立   

ち会いのもと、本社又は営業所において面接し、意志確認をするととも   

に、契約の内容を確認させ、解約に関しても＋分説明したうえで契約し   

ている。  

また、商品の引き渡しを確実に実行させるため、メンバ⊥契約及び特   

約店契約についても、社員立ち会いのもと引き渡しを行っている。  

③ 特に、特約店、代理店契約に際し所有する商品が本人の物であること   

を確認するため商品の前で写真撮影を行っている。  

契約蕃は、契約当事者及び会社用の3枚からなり、会員間の契約の状   

況について本社が管理するシステムになっている。  

④ 商品の保管についてであるが、代理店の中には何人か共同で倉琴を借   

りている人もいるが、契約しても保管場所のない場合で、要請があれば   

ほとんどの場合本社等の倉庫で保管している。保管に当たっては、商品   

保管証書を発行している。  

現在、6か所程倉庫がある。  

商品在庫数についてであるが、会員の保有する商品については全部が   

倉庫に保管されセおり、商品をたらい回しにしていることは絶対ない。  

⑤ 解約については、契約時に蓉蘭により解約について説明するとともに、   

解約通知用のハガキを渡している。   

14日間のクー リング ・オフ期間内の解約についてほ、解約に応じる   

とともに遅滞なく支払い金額を返還している。  

クーリング・オフ期間経過後についても解約（「廃業」という。）には   

応じているが、商品代金、権利金、販売業務委託費等一切の金品につい  
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ては返還しない。   

また、会員間の解約を公正かつ明確に把痙するため、会社宛通知する   

よう指導している。  

⑥ 商品の販売数畢は、月平均5千～6千セットあり、販売活動が盛んに   

行われている。  

エ、申立人A、B、Cについて  

① 申立人 A  

申立人Aは、昭和61年4月13日にメンバー契約、同年5月18日   

に特約店契約、同年6月3昌代理店契約を締結している。行動記録につ   

いては、同年12月21日までに別荘ツアー、パーティ∵に5臥研修   

会（1泊2E】）に1回参加しており、販売システムについて理解した上   

で勧誘活動を行っていたはずである。  

本販売システムに内在する問題点は十分承知しているが、研修会等の   

場で、本システムは、人を紹介することではなく、商品の販売であるこ   

とを再三にわたり説明している。  

しかし、本件紛争を円満に解決したいと思うので、保管商品の返金に   

っいては考慮する。なお、権利金については、会社に留保している金銭   

で番いため、返金できない。  

申立人Aに係る商品保管数は、本社保管分が入庫数110セット、出   

庫数24セットで差引86セットであり、支社保管分の4セットと合計   

すると90セットである。  

（さ 申立人 B   

申立人B榛、昭和61年5月25日にメンバー契約、同年6月3日に   

特約店契約を締結している。行動記録については、昭和61年5月から  

12月までの間に、別荘ツアー、パーティー に4回出席し、1日研修会   

に2回出席している。   

従って、本システムについてはかなり理解しているし、自分の役割と   

いうものについて理解したうえで、勧誘活動を行っていたはずである。  

申立人Aの場合と同様に、保管商品の返金については考慮する。  
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申立人Bに係る商品保管数ほ、本社関係で入庫数52セット、出庫数  

30セットで差引22セヅトであり、支社保管分の24セットと合計す  

ると46セットである。  

③ 申立人 C  

申立人Cについては、契約の解除には応じるが、返金はしない。  
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（6）相手方D社における特定負担と特定利益  

（特 定 負 担）  

単位数量  仕入単価   価 格   納入先  

原則として  
メン／ト  50，000円   直上特約店  
販 売 用 具  1キット  2，000円   ケ  

（M）  

15，000円  ㈱D社  
（登録料含）  

合  計  67，000円  

単位数量、  仕入単価   価’格   納入先  

原則として  
エリート  

直上特約店  

販 売 用 具  1キット  2，000円   ケ  

メン／ト  

（EM）  

（登録料含）  
15，000円  ㈱D社  

合  計  155，000円  

特  
単位数畳  仕入単価   価 格 納入先  

商 品 代 金  60セット  10，000円  600，000円  直上代理店  

約  10，000円   ケ  

販売業務委託費  50，000円  ㈱D社  

店  200，000円  直上代理店  
（B）  

合  計  860，000円  

代  
単位数量  仕入単価   価 格   納入先  

商 品 代 金  50セット  8，000円  400，000円  ㈱D社  

理  100，000円   ケ  

店  
代理店権利金  300．000円  直上代理店  

（A）  

（教育業務委託費）  （140，000円）  ㈱D社  

合  計  800，000円  
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支払，元   単   価   備  考  

メンバー  
原則として  

メンバー勧誘  

（M）  
直上特約店   5，000円  

ノケ   ・ケ   
1人につき  

エリートメン／†－勧誘   
10，000円  

支払元   単   価   備  考  

エリート  
1セット  

1，000円  
メンバー  原則として  
販売促進費   直上特約店   メンバー勧誘  

（EM）  

5，000円  

ク   ノシ   
1人につき  エリートメンバー勧誘   
10，00q円  

支払元   単   価   備  考  

特  
商品卸売利益  メンバー   

1セット  

2，500円  

約  
ク   

エリート  1セット  

メンバー  1，500円  

店  
1人につき  

5，000円   

（B）  ク   ク   
1人につき  

100，000円   
特約店勧誘2店目から   

支払元   単   価   備  考  

商品卸売利益  メンバー   
1セット  

代  4，500円  

ク   
エリート  1セット  

理  
メンバー  3，500円  

ク   特約店   
1セット  

2，000円  

店  特約店権利金  

ク   新規代理店   
1人につき  

（B）  300，000円   

ク   ㈱D 社   
1セット  

1，000円  
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（特 定 負 担）  

※（1）メンバーからエリートメンバーには、その販売実績（12セット）  

をもってなることができる。  

狸（2）メンバー、エリートメンバーから特約店になるに際しては、90日   

間の販売数を実績として差し引くことができる。  

（ただし、本人のメンバー契約、エリートメンバ⊥契約時の実績は  

30日以内）  

※（3）代理店を開設するには、特約店を経る必要があり、後任の代替特約   

店を開設することが条件とされる。代理店の開設には特約店の販売実  

績は算入されない。  

※（4）加入年会費は、登録料10，000円と年会費5．000円からなり、上記※   

（1ト（3）でほ免除される。（ただし、年会費分は1年ごと支払う。）  

※（5）代理店昇進時の教育業務委託費は、新規代理店を勧誘した直上代理  

店が支払う。  
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（特 定 利 益）  

※（1）上位の段階にいくにしたがって卸売利益は大きくなる。  

※（2）エリートメンバーは、自己の商品を4セット契約のメンバー2店に  

限り販売することが出来る。  

※（3）特約店は、自己の商品をメンバーについてはメンバーの仕入価格、   

エリートメンバーについてほ、エリー十メンバーの仕入価格で販売で  

きる。  

弊（4）代理店は、自己の商品をメンバー及びエリートメンバーにそれぞれ  

の段階に応じた仕入価格で販売できる。  

※（5）代理店ほ、特約店及び別の代理店を開設したときは、自己の商品は  

販売できず、D社から直接仕入販売する。  
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3 あっせん部会の審議状況   

当あっせん部会ほ、昭和62年11月12日、知事から本妻農会に付  

託された前記当事者間の表記紛争案件について、同年11月27日以降  

14回にわたってあっせん部会を開催し、その間各申立人及び相手方D  

社から事情聴取するとともにそれぞれの当事者から任意に提出された契  

約書等の関連書類に基づき慎重に審議検討した。   

その結果、各当事者間の主張は、前記2に要約したものであることが  

明かになったが、各申立人と相手方D社の主張の間には販売や勧誘に関  

する認識の相違尊重要な点について隔たりが見られ、両者の歩み寄りに  

はなお相 

そこで、当部会としてほ、連鎖販売業のもつ基本的な問題点を後記5  

に示すように捉え、併せて下記のような事情を鋭意検討した。  

① 申立人らは、販売事業者としての自覚を持っておらず、しかも実際   

に商品を販売した実績がない消費者であること。  

② 申立人Åと申立人Bにあっセは、多量の商品を相手方D社に保管依   

頼したままになっており、販売活動をする意思が見られなかったこと。  

③ 相手方D社が再販売を目的とした組織であるならば、商品を販売す   

る意思も実績もない申立人Aと・申立人Bを特約店、代理店に昇進させ   

るのは間琴のあること。   

これらの考え方に基づき、後記4のようなあっせん秦を作成した。   

その結果、申立人Aと申立人Bの紛争案件につし、ては、相手方D社も  

これらの趣旨を理解し、あっせんが成立する運びとなったものである。  

なお、あっせん成立に際し、申立人A、Bの主張する保管依頼数量と相  

手方D社の主張する保管数量に若干の差異が生じたが、・申立人らの主張  

を証明する明確な証拠もなく、申立人らの了解も得られたので、相手方  

D社の主張する保管数量により解決を図ることとし、また、引き取り単  

価は購入単価に基づき算定した。   

そこで、申立人Aについては、保管総数90セットを特約店分と代理  

店分同数とみなし、特約店分45セット＠ユ0，000で4■5万円、代理店分  

45セット＠8，000で36万円、合計81万円が、申立人Bについては、  

特約店契約であるので、46セット＠10，000で46万円が返金されるこ  

199   ー23冊  



とで協定が整った。   

一方、申立人Cについては、当部会においても申立人Cが販売率業者  

としての立場に立たされているものかどうかをあらゆる角度から検討し  

た。契約書上は、メンバー契約の場合も販売事業者と明記されているが、  

相手方D社でもメンバーは販売事業者とは考えていないと主張しておら、  

申立人Cからの事情聴取等によって知り得た実情を総合的に考えると、  

申立人Cについてiま主として商品の購入者としての立場にあると同時に  

レジヰークラブ、スポーツクラブ等への加入者としての地位にあるにと  

どまり、再販尭組織に組み込まれた被害者とは言い経いと判断した。   

さらに、商品の引き渡し等契約め履行においても特段の違反もみられ  

なかったことから本紛争案件の救済対象としないこととした。  

4 あっせん内容  

（1）申立人 A  

① 申立人Aと相手方D社は、本あっせん成立と同時に本件連鎖販売   

業に関するメンバー契約及び特約店契約並びに代理店契約を合意解   

約する。  

② 和事方D社は、申立人Aに対し、本あっせん成立後直ちに金81   

万円を支払う。  

③ 申立人Aと相手方D社の閤には、本あっせん条項以外には何らの   

債権債務のないことを確認する。  

（2）申立人 B  

① 申立人Bと相手方D社は、本あっせん成立と同時に本件連鎖販売   

業に関するメンバー契約及び特約店契約を合意解約する。  

② 相手方D社は、申立人f＝こ対し、本あっせん成立後直ちに金46   

万円を支払う。  

③ 申立人Bと相手方D社との間には、本あっせん条項以外には何ら   

の債権債務のないことを確認する 。  
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5 あっせん成立に当っての部会のコメント  

（1）本件紛争案件解決の考え方  

ア 連鎖販売業の定義は、訪問販売等に関する法律（以下「訪販法」とい   

う。）の第11粂に定められている。  

これによると「物品（施設を利用し又は役務の提供を受ける権利を含   

む。以下同じ。）の販売（そのあっせんを含む。）．又は有償で行う役務の   

提供（そのあっせんを含む。）の事業であって、販売の目的物たる物品（以   

下この章において「商品」という。）の再販売（販売の相手方が商品を   

買い受けて販売することをいう。以下同じ。）、受託販売（販売の委託を   

受けて商品を販売することをいう。以下同じ。）若しくは販売のあっせ   

んをする者又は同種役務の提供（その役務と同一の種類の役務の接供を   

することをいう。以下同じ。）若しくはその役務提供のあっせんをする   

者を特定利益（その商品の再販売、受託販売若しくは販売のあっせんを   

する他の者又は同種役務の提供若しくほその役務の提供のあっせんをす   

る他の者が提供する取引科その他の通商産業省令で定める要件に該当す   

る利益の全部又は一部をいう。）を収受し得ることをもっセ誘引し、そ   

の昔と特定負担（その商品の購入若しくはその役務の対価の支払又は取   

引料の提供で政令で定める基準に該当するものをいう。以下同じ。）を   

することを条件とするその商品の販売者しくはそのあっせん又は同種役   

務の提供若しくはその役務の提供のあっせんに係る取引（その取引条件   

の変更を含む。）をするものをいう。」とされている。  

昭和63年5月17日訪販法の一部が改正され、連鎖販売業として役   

務が対象となり、また、受託販売、販売あっせんをする者を追加する等   

の改正が行われた。  

相手方D社の業務は次の4つの要件を満たす連鎖販売業であり、相手   

方D社は、訪販法第11粂に定める統括者である。   

（D 物品販売事業であること。  

② 商品の再販売をする者を誘引すること。   

（勤 特定利益を収受しうることをもって誘引すること。  

① 誘引される者に特定負担をさせること。  
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イ 本件においては、連鎖販売業という組織、システムが形式的にほ、事   

業者と事業者の問における取引契約であることから、まず、申立人らの   

主張が当委員会が救済することを目的としている消費者被害にあたるか   

否かを検討した。   

本件紛争の相手方D社の見解、主張によると、相手方D社の連鎖販売   

業組織は、広告、書面の交付、クーリングtオフの告知等訪販法の連鎖   

販売取引に関する規程を遵守し、事業者活動を適切に行っているとのこ   

とであった。   

あっせん部会においても、書面等の確認を行ったが、少なくとも訪販   

法上明確に問題となるような点は認められなかった。   

次に、当部会は、申立人らが連鎖販売取引の事業者とLて取引契約を   

締結したかどうかという実態面を重視し、申立人らの活動、行動にづい   

て事情聴取を行った。  

その結果、申立人らほ形式上事業者としての再販売システムの申に取   

り込まれながらも、その実、販売事業者としての意識をもっておらず、   

しかも実際に商品を販売した実頼もないこと、さらに、申立人らが保有   

する多量の商品は相手方D社に保管したままになっていることなど、連   

鎖販売業の主目的である販売という事業活動を行う意思も持たず、また、   

そめ行動もしていないことを認定した。  

むしろ、申立人らは、本件契約を第三者の加入を勧誘することによっ   

て特定利益を得ることができるものと考えていたと認めち隼、本件申立   

人ら瑚肖費者とtゼの立場におし、て被害を受けた者として当季貞会が奴   

漬すべきものと考えた。  

ウ 次に、本件申立人A、Bが新たなメンバーの加入活動や加入者の昇進   

に付随して行った形だけの商品販売を販売行為と解釈すべきかとう’かが   

問題となった。   

相手方D社のシステやによれば、特約店・代理店が新たなメンバー、 （   

エリートメンバーを加入させた場合には、自己め保有す・る商品を4セッ  

トないしは12セット販売できることとなっている。   

しかし、代理店・特約店が他の者を鱒約店・代理店に勧誘・昇進させ  
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た場合には、勧誘・昇進させた特約店・代理店に対し、自己の保有する  

商品を販売することはできないとさ■れている。特約店・代理店への昇進  

に際しては、それぞれ60セット、50セッートという商品の購入が義務  

づけられており、本来ならそれらを昇進させた者は自己の保有する60  

セット、50セットという多量の商品が販売できるわけであるが、相手  

方D社の定める規定によりそれを行うことができないとされているので  

ある。これらはいずれも相手方D社の定める加入昇進に伴う販売（購入）  

条件に組み込まれたもので、訪販準に定める「販売の相手方が商品を買  

い受けて販売すること」という連鎖販売業の目的とする販売行為と異な  

るものであり、これをもって特約唐・代理店の商品販売活動と見ること  

は安当でない。  

エ 本件申立人A、Bが行ったような商品販売の伴わない勧誘・昇進行為   

は、結果的に限りなくねずみ講に近い行為となる。無限連鎖講（いわゆ   

るねずみ講）の防止に関する法律では、無限連鎖誇を定義して、「金品（財   

産権を表彰する証券又は証書を含む。）を出えんする加入者が無限に増   

加するものであるとして、先に加入したも’のが先順位者、以下これに連   

鎖して段階的に二以上の倍率をもって増加する後続の加入者がそれぞれ   

の段階に応じた後順位者となり、順次先順位者が後順位者の出えんする   

金品から自己の出えんした金品の価額又は数量を上回る価額又は数量の   

金品を受領することを内容とする金品の配当組織をいう。」としている。  

無限連鎖講ほ、加入者数に限界のあることやこ以上の倍率で連鎖する   

ことからくる最終の大多数の後順位者は何らの保証もなく出費するだけ   

となることなど、究穣において破綻すべき性質のものであり、加入者の   

相当部分の者に経済的損失を与えるに至るものであるとして、法第3条   

により全面的に禁止されている。  

もし連鎖販売業の名のもとに商品の販売活動を行わず、加入者の勧   

誘・昇進行為のみが行われるとすれば、連鎖販売業が特定利益を得るよ   

りも先に多額の特定負担をさせるものであることから、結果的に大多数   

の者が経済的損失を被ることになると考えられ、ねずみ講の】種の脱法   

行為となる。  
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オ しかしながら、相手方D杜の主張によれば、相手方D社の組織では活   

発に販売活動が行われているとのことであり、申立人AとBのような販   

売活動を行う意思も実績もない加入者ほ例外であるとされている。  

カ 以上の事情を総合判断して、当委員会は本件申立人のAとBについて   

は、メンバー、特約店の勧誘・昇進活動は行っているが、商品の販売に   

関しては販売の意思もなく実績も皆無であり、さらに再販売の組織に   

入ったと’いう意識もない事業者としての適格性を欠く消費者であると認   

定した。   

そ．こで、相手方D社に対して」相手方D社の行う連鎖販売業者として   

ほ適格性を欠く消費者として申立人AとBが存在する事実を指摘して善   

処を求めた結果、相手方D社もこれらの趣旨を理解し、解決に合意した   

ものである。  

－28－   204  



（2）今後の連鎖販売業に関する意見   

本作を契機として、本件申立人A、Bのよう寧消費者が連鎖販売筆に参  

加させられる可能性もあることと関連して、連鎖販売業のもつ問題点、あ  

り方等について整理することが必要と考えたので、以下、当委員会として  

の連鎖販売業に関する意見、提言を述べることとする。  

ア まず、過去に連鎖販売業（マルチ商法）で指摘㌻れた問題点を、勧誘、   

参加、昇進、取扱商品等に分けて整理してみると以下のとおりである。  

① 勧誘時の問題点   

a 連鎖販売業という目的を隠してサークル活動、レクリエーション活  

動、パーティーに参加するような感覚にさせ、加入するよう仕向けら  

れる場合がある。   

b 連鎖販売業の説明会において、簡単に儲けることができると錯覚す  

るような説明、勧誘がされる場合がある。   

c 説明会で特異な成功談が話され、また、新しい加入者を勧誘した人   

が大げさに表彰されるなど、経でも簡単に勧誘ができ 、高収入が確実  

に得られるよう強調し勒誘する場合がある。   

d 入会時に、連鎖販売業の解説や特定負担、クーリング・オフ等の説  

明の記戟された書面の交付がされない場合がある。  

② 参加時の問題点   

a 訪販法の連鎖販売業は、法形式的には事業者と一般消費者の取引で   

はなく、事業者と草葉者の取引である。しかし、多くの加入者ほ、他  

の職業を持ち、商取引に不慣れで販売に廃する経験や知識もない一般  

消費者であって、これをあたかも「独立の商人である事業者」としで  

契約を結ぶことに基づく問題がある。   

b 特定利益は商品の卸売販売と、加入者の勧誘・昇進の両者から得る  

こととなっているが、加入者はそれぞれの利益がさらに大きくなる上  

位者になるよう勧誘され、さらに多額の特定負担を支払うこととなる  

場合がある 。   

c 特定利益の内容から判断して、加入者は買い取った商品を実際に販  

売するよりも、加入者を勧誘・昇進させたほうが利益が大きい場合が  
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あることから、勧誘等にカを入れていくことになり、ねずみ請に限り  

なく近い組織となっていくことも考えられる。   

d 見知ら：ぬ人を加入するよう軌誘したり、商品を販売することば錐し  

く、従って、兄弟姉妹、同窓生、学友、会社の同僚や部下、サークル   
仲間等自分の知っている人を勧誘せざるを得なく妄り、人間関係を壊  

す恐れがある。  

③ 組織内昇進における問題点   

a 始めに特定負担ありきのように、上位にランク付けされるには、会   

社が一方的に定める規約により、多額の特定負担を先払いすることが   

求められ支払いが困経となる。上位ランクに位置付けられた者はこの  

特定負担を回収するため、特定利益を求め活動することとなる。   

b 商品の再販売を行うことを目的とした組織にもかかわらず、販売実  

績の無い者も無条件で上位ランクに昇進させたり、商品販売よりも加   

入者の勧誘や加入者の昇進の方が利益が大きいこ■とを強調し、勧誘行  

為に力をいれさせたりすると、上位ランク者は結局被害者の立場から  

加害者の立場へと転ずる危険性がある。   

c 販売能力や意思に関係なく上位ランクに昇進することを勧められ、  

上位ランクに昇進すると他の加入者の勧誘・昇進を促進するため多額  

の出費と時間の提供を求められる場合がある。  

④ 取扱商品の問題点   

a 会社が、加入者に買い取らせた商品の返品を認めない場合には、特  

に上位ランク者は大量の在庫を抱え込むことになる恐れがある云   

b 在庫商品を会社が積極的に保管するシステムを取っている場合には  

同一商品が二重売り、三重売りされる可能性がある。  

イ これらの従来多く指摘されている問題点については、十分に配慮し、   

必要な場合には規制が加えられるべぎである。特に、今後の連鎖販売業   

のあり方で注意を払わなければならない点として次の点を挙げることが   

できる。  

① 商畠の再販売を目的とした組織でありながら、商品販売行為が組織   

の中心として行われ・か－場合には、連鎖娠売業の組織はねずみ詩的な  

組織となるという問題。  
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② 昇進時の特定負担として、統括者の定める多量の商品を購入するこ  

とを義務付けられ、その再販売の可能性が極めて少ない場合にほ、再   

販売組織としての実態が損なわれるという問題。   

そこで、これらの問題点を解決し、今後の連鎖販売業が適正に運営され  

るための方策について検討してみることとした。  

ウ 適正な連鎖販売業を確保するため次のように考える。   

① ねずみ講となる危険性のある連鎖販売業の禁止  

連鎖販売業に参加するということは、特定利益に誘引され特定負担   

を支払って、その連鎖販売組織に加入するも？であり、あたかも特定   

利益と特定負担が見合っているかのように考えられるが、その実、多   

額の療定負担は先に支払いを求められ、特定利益を得ることについて   

は保証もないことから結局絵に書いた餅となる可能性が高いb  

こんらは、消費者にとって危険性のある取引形態ということができ   

る。しかも、商品の販売により利益を得ようとすれば、販売の苦労や  

困難についての知識や経験が乏しくまた店舗を持つこともできず、さ  

らに他に自らの職業を持つ多くの加入者は、特定負担で購入させられ  

た商品を返品することもできず、抱え込んだまま売る術もなく途方に  

暮れることとなる。  

本件申立人らの申出でほ、申立人らは商品を一般のユーザーに販売  

することは考えなかったと言っている。  

再販売組織の形態を取りながら、申立人らのような単に加入者を勧  

誘することしか考えられないような人々、いわゆるねずみ清まがいの   

終織に加入したと意識しているような者が参加する恐れがある0  

このような加入者が多く含まれているような組織わ場合は、名目と  

しては商品の再販売を行う組織とはなっているが、実態として商品の  

介在しない、人（加入者）だけの連鎖いわゆるねずみ講に限りなく近  

い組織となると思われる。  

このような連鎖販売業については、法で禁止し、かかる恐れのない  

もののみを一定の規制の下で営業を認めることとすべきである。   

② 連鎖販売業に対する報告・検査体制の確立  

昭和63年5月17日に改正された訪販法においては、従来から問  
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題とされていたいわゆるマルチまがい商法（受託販売、販売あっせん  

をする者との連鎖販売取引）を規制の対象として加えた。また、再販  

売を目的とした連鎖販売業についても、再販売の対象として商品以外  

に役務（サービス）を加えるなどの改正■を行った。   

このことは、現在規制の対象外となっている各種の連鎖販売取引に  

対して、一定の制限を加えるものと評価できよう。   

しかし、前述のようなねずみ諦観織に類似した連鎖販売業組織が禁  

止されない場合には、役務を連鎖販売業の対象とすることほ、商品以  

外の形の見えない、．価値・価額の見えにくいものが対象となることと  

なり、’新たな消費者被害を発生させる危険性もあると言えよう。   

連鎖販売業については訪販法により厳格な規制が行われているとさ  

れているが、各地の消費者センター等には、連鎖販売業に関する・苦情、  

トラブルが相変わらず多数寄せられている。   

訪販法第17条においては、主務大臣は必要があると認めるときは  

連鎖販売喪を営む者に対し報告させ、または職員をして営業所に立ち  

入り、帳簿、書類、その他の物件を検査させることができるとしてい  

るが、これら報告や立入検査等が十分に行われているようには思われ  

ない。   

そこで、連鎖販売業に関する現行法の的確、適正な運用と施行を望  

みたい。同時に連鎖販売業に関する規制権限についても、地方自治体  

に委任して、その徹底を図ることができるようすべきである。  

エ 統括者に対する指導について次のことが必要である。  

＜ 昇進に伴う追加特定負担の制限 ＞   

連鎖販売業は、下位のランクから上位のランクに上がることによっ   

て、特定負担が増加すると同時に特定利益も増加するようになってお   

り、その為に自己の販売能力を考えることなく高位のランクに上がる   

ことのみを希望する傾向があり、業者もこれを勧誘する傾向がある。   

しかし、販売活動が活発に行われなければ特定利益ほ生じない？で   

あるから、特定負担のみが過大・過重となる場合が起きる。  

これを防止するために、下位のランクから上位のランクに昇る際の   

特定負担の追加については、特定負担が商品の購入を内容とする場合  
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には、販売を行うに必要な相当な期間を設定し、かつ、当人の再販売  

活動の実績に基づいて生ずる特定利益によって、’既払いの特定負担の  

安当と考えられる一定割合以上が回収されないうちは、昇進に伴う追  

加負担を求めることがないよう事業者を指導する必要がある。   

なお、ここでいう特定利益とは「販売活動の実績」のみを指し、連  

鎖販売への加入者の勧誘・昇進によって得られるものは含まないよう  

にすることが望ましい。   

加入者の勧誘・昇進を行うことのみを特定利益とすれば、ねずみ請  

と全く同様となるので、かかる性格を除去するためには、あくまでも  

商品の販売活動による利益を特定利益の中心とすることが必要と考え  

るからである。  

オ 以上のような規制及び指導が行われることになれば、連鎖販売業は真   

に商品の奴売活動をする意思のある者のみが参加することとなり、かか   

る意思のない消費者が巻き込まれる恐れは大幅に減少するものと思われ   

る。  

カ いずれにしても、連鎖販売業は消費者にとって多くの面で危険性の高   

い商法である。   

従って、消費者も事業者としてこの商法に加入するよう勧誘された際   

にほ、この商法の性格及びその間葦点を十分理解し、判断して行動する   

ことが肝要である。  
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6 関連費料  

（1）メン／ト儲約昏及びメンバー規約  

メ シ バ ー 契 約 書  

甲（  ）と乙（  ）との師こおいて、甲の取扱う商品を乙が買取り  

眼光する取引の、韮卒的鱒項に付、次のとおり契約を緒結する．  

（目的）   

甲及び乙は，相互にその利音関係を尊座して、甲の取扱礪晶の眼光促進に協力し、訪問肱売掛二関する法律妬き涯、連鎖   
敗死取引と厳守し、公正な取引を行なうこと女官的とナる．   

（Ⅰ腹禿】賢約）   

乙は甲よl）商品を軍政1）、乙の尾客又は取引先に敗発することを原則ほする、  

り総則娩枚）   

乙は、証取こ上る甲の承諾を絡ない場合、本契約に上る一切の権利袈聯を許三者に煉渡することはできない。   
（】取扱商品の範習と価格）  

①本契約に詣でさ、甲が乙に禿り状す商品と価祐は別教のとおりとする．促し、必革に応じ甲乙協隠のうえ、こ九を変更す   

ること傘でできる．  

②別安臥外に新しく発著きれる商品は、乙の取扱商品lこ追加号れるものとし、この価格は甲が指定し通知する．   

（脹う宅店契約における特定負】旦〉  

①初回の注文数量は、別除数琶セールスマエ7ルに先のる商品別数量を、最低単位としてこれを下まわらないものとし以後・   

乙の必畢に応じ、必零敗を甲に紘一丈するものとする．  

②乙は、甲に商品代盆として（金  円也）と根充用具代金（金  円也）を納入しなければなちない．  
③乙は、研聞販兜琴に問ナる法律、連鎖終発取引による統縛肴 株式会社  に・会員党録料金・金10．000円  

也．と年会徴、金5．000円也を納入しなけ九ばなちない。   

（商品の写潤し時期及び方法）  

①甲は、契約庇正視、その代金の全部又ほ一部を、受領した妓週浄なく乙に簡品を引祇すものとする．  

句乙の注文による詞品の引放しは、甲が納品啓、措諜啓き添付し砿挟乙に引竣すものとする．   

（代金の支払）  

①戊充店鍔約代金の支払いは、契約時もしくは㌍約後逸藷なく甲に支払うものとすろ．  

②乙の、再盤文による商品代企の受払烏、商品注文時又は、商品受領後遂時なく甲に現金で支払うものとする・   
（返品）   

甲が乙に売涯した商品については、次の各号に法畠する場合を除いては、乙は甲に押し遺品することはでさない・   
使L、各号に対ナる認定について耗教を生じた協動ま、．その都乱甲乙協筏のうえ決定するものとする∴   

（》魁遮上の不良品である場合．  壇）注文内写と興なった弼晶が誤送さ九た場合。  

（金魚の軸利〉   

本契約普茶5象lこょり、乙は金属の権利として、抗徳者が管轄する、MSC レンバーズスポ剛ツタラブ）rMLC（メン  
バーズライ7アップタラア）のぞテクう特典を安けることがでさる，  
く度鴻緒庇）   

EM深約メンバーは、購入した商品中よりM契約ノン′く－2店のみ直接販売することが出来る・侶しこの場合メン′ヾ一努   

約啓．規約に記載する初厩昧入閣晶の引波し，商品代金の支払．閣品の返品は甲の指示に従がい、EM契約ノン′右†が罰  

任を持っで行なうむのとする。  
（】賂啓保持菰野）   

乙は．卒契約中はもちろんのこと、契約終了後においても、甲の縁曾ノウハウ、その他管絃上の一切の級懲を、保持し、  

これを第三習に臨えいしてほなちない．  

魚  
甲又は乙が、この契約に逸民した時は、その浅反の毘皮に応じ、それぞれ次の緒置を茂択又阿片合して行なう．   

（D警  告  ◎期限付の取引別汲又は停止．   

③販売店取引契約の解除  ③班寄賠償金の潤求。  
く罪約の解除〉   
乙か、次の各号の1に紘畠するときは、甲は何琴の通知催告を襲せず、ただちに本契約を解醸することがでさる．  

この場合、乙が免租する一切の傲防1こつき、期限の利益を失か－、乙又は逮裾保旺∧は直ちに，挽債務全瓢を甲に完済し  

なければなちない．  

〈D間品代金、その他の併冴を期躍に支払わないとき．   
②他の慄群につさ滞納処分、保全処分、ぎ先制執行を受け．若しくは破産．和臥匿充、全社更生法の申し正を牽Jナた軋  
⑨本契約の取引を中止した喝．その他本契約に逸民した時。  

条  
この罪約の都子に伴ち・う拷紛率塀については．規約に定めることとし、甲及び乙はこれを塔思する．  

魚  
迎常保肛人は、率契約によ－）乙が甲に和し負担する一切の佃掛こつき、乙と連帯しでその即チの常に侵する。  

象  
寧興和こ閲し紛争を生じたときは、甲又は卒契約による統括者を管轄する殴判彷を符．って・管将敬判所とすることを，甲  

及び乙はあらかじの合意した。  
魚  

本契約の有効期間は、この契約挿話の8から藩1ヶ卒とする・  

発  
この契抑二定めのない革乳並びに本契約賽鰍こ関する那きについては、甲と乙との間で協況して定めるものとする。  

筋 5 象  

第10条  

節 ユ2  

卯14  

那∵ほ  

群：ほ  

取 け  

群エ8  

本契約成立の彗邑として、不軌こよる正不と写（招）を作成し・当事者それぞれ審名押印し・各自一滴き保有する  
昭 和   年   月   日  

丙進帯保証人 佐 析  は  所  
本  籍  本  籍  
氏  名  
管雫塾恥  管∵嬰」伽  

〒  本  籍  住  所  乙  
生年月日  年  月  8  氏  名  

この内容を良く劇上み下さい   級繕本部  
尻拷老  株式会社  



メン バ 嶋  規 約  

解約発動一粒J占き甲とL，新規加入メンバーを乙として、′ンバー契約の埼鹿にあたり次の規約を定める。  

弟l魚  乙かメンバーの資格を得るIこl土、甲とメンバー契約荘を柿絶することを条件とする。  

郡 2 粂  乙のメンバーとしての地利‡土次の各項とすざ．  

（Dlllの扱う簡品の版死相を有する。  

◎】llから、ノウハウ率の揺供を僚けることがで与る．  

（参 ′ンパーの欄利として、統括者の行なうMSC・MLCの特典を覚ることができる。  
都 3 絶  メンバー契約は、乙から甲か契約怒を受領し、且つこれを承略した時成立し、甲は週滞なく乙にこ九を通知する。但し未成  
年者及び新治属名、増窮治産穏ほ肢売店の相即舎取挿することはでさせい。  

那 4 亀  メンバー契約の条件ほ次の通りとし、これを鞘していなければならない。  

①乙は、メンバーの資格を得ることが、乙にとって界蒸着としての自覚と常任の生ずること怠承知していること。  
③乙は、招介きれた′ン′く－から、メンバー別掲の軌監を狩るとといニ、その道常備旺を得ることを厚別とする。  

耶 5 亀  乙は自らの郡茹紘骨か、動こ金台又の撲許によってその弛はそ茂膵L、その相異だけで手ぜ澄か得ちれるむのではかいこと舌  

兜分哩朋し、栗金的にも期叩血窄にも、又捕縛的にbビジネスの成功ほ由からの努力で終るものであることを自覚し、平鹿  

びに統摺普に責任を転嫁して【重ならない，  

机6 条  物品の所有柚は物品の農牧しがあったとさに．甲かち乙に移転すろ．†‡＝ノlりよ特約ある場合、イモ金の支払いか完了すこると  

きまで、物品の所有搾を留保すること申tでさる．  
那7粂 物品の引癒し叩こ生じた、働晶あ鹿央ご⊥漉班・‘痛員こ■鹿賀こ′キわ他二切あ抽軌fさ‥jとあ薫に席サ挙ぎ芳市警で條盲中身掛  

川とし、物品の引渡し後に生じた、これらの1月番ほ乙の負担とする。  

椚 8教  乙は、俊取った物品の中に不瓜軋破！八品、娯送品又は注文数最とのi条里そ㍑めたとさは、乙？免領日から、148以内に  
申Lでるとともに，その夏正明を行なうこととし，14日以上鳩胸級ほ叩の栗に欄さないものとする．  

耶 9 条  乙の収弓‡鮎が、IFの餐める必零な条件を脚えたうえ、メンバー取引のゆし出を行年った場合、乙はモの、連帯保証人となる  

ことを堀別とする。この場合は、甲より…定の褐桝含覚ることができるf  

耶lO熟 乙ほ、隼と独立した如摘であり、甲の鋲牒＝卑又は代将人でほない．丸むま税金及び自己の一切の痴耗柱Ⅵを自から支弁  
し、その解義路常にm】通して必現な・、－町の絆可又ほ媚何せ肉わ巧湖膵するものとする．  

耶1】亀  乙Iよ，叩より†一‡：入眠兎，の商品に1いて、充分なる加j牧を持つよう防／Jすること。  

第12教  乙lよ、叩の）定める常耗の方針及びその手絶を蓼巧・にして、一旦・蔑するらのとし，qlは乙の甘茶が円滑に進むよう相澤を行な  

う。丈1蔓り招J，綴の†花況変化に従って，梢埠、賊兎‡苗－ぎ～一軍を饗灘することがでさる。  

耶川筆  乙り∴I事一々－iくはIl■の取引先又は統捕如・脱尭櫨地又lよl仮死母iの利点糸価蛙の為に、行むう行亦及び研膵金野Iこでさる取り払  

力すること。  
耶Ⅰ4 粂  乙ほ、乙の朕づ巨先に対して！よ軋杖をもって書重し、乙の取外上氷ずる・・瑚の閏跡ま乙の栗任において、円手綱な無電決を行なう  

こと。  

椚IS粂  申込軋粗野か準必登な一切の裡招け．先金に鋼己入し署れh妃作＝削叶封Lたむのを叩に速やかに速付すること。こiLら  
の；亨F柑は明こ到才ほもって効力をエkずる。  

那16条  乙の喫約した日（喫約に基づく萌品引沌しを・泣けたりが、朋約抑婁書H綾であると針は、その引賎しを佼けた巳）から起芥  

して1川拙／づの場合、乙の即前の聞†かこ限り、甲ij木製約購的をり・い、泥ナ苅なく乙に印可叉余まRの胤望を行なう。  

都Jア糸  乙JJ契約Lノ七日（輿釣に叔ずくき顆．針路頓Lを儲けた臼か．契約締結臼緩であるときほその引手覆しを填けた8）から超詳して  

】吊㌢を頼通代′二L】以ぞ敦にあっても．乙の腔耐こ、とるブ己胤二よりいつでい畔釣し吸取〉を持セうことができる。  

憎しこの駆動（焼栗）の嘲れ不堪約1こ茹でき納人し／こ．1：■刷一代金．封反発和良代金、身且梵～鼠料金、年金賀は、これを返  

還すもことができない．  

耶18 絶  壁的ソ朝糾よ、乙がその射りの姉約を†、♪なう帯配搬した昨汀lぎを発した特にそグ）勅ブJ含飢するもの七する。押し．未到弟並  

びl：罷j塾遅延野による紛争を；随るで、公私咽勘二処理する為内？撒こ叩購は、惹くは爪ほ那阻明刊憎机妙によ■j く枕撞軋練  

武女ほ  ）発†r‡して■Fさい。  

なお解約処理を奴速に符なう軋契約年月月、契約袈耶者名、契約せ茶所並びに貴方の往路先電推Nqを必ず紀人  
して下さい．ふぉ朱妃入の場合、明恵琴の手枕で駆釣処理か過れる鳩舎もみりまサか、この場合、あらかじめご  
了介下さい。  

都19 免  甲‡ユ、椚1る条による契約耶約にとしなう、川‡lt捌l†鹿又ほ違約血の．む払を晒雄でうない。  

耶20 灸  耶16義の喫釣の榊勺があった場合にJゴいて、朗長明約に係る！那7．のり＝成しかすでに行なわれている時は、その引勅こ野暮‾  

ん●代川蔓よ里のれ†J．＝：する。  

恥21熟  Ⅵ】6灸の契約解約があった場合において∴由貞女根粒に†糸る棉1ktl沌代免の支払が行なJTれているときほ，llり土i疋純なくそ  

∽乍珊j返牒しなければならない，lltし乙の線朽lこより、乙の汽に木iけペき率由Iこより・翻～l舶帰滅ヒた㈹品及びⅦ兼  

用具については、代愈含申し受けることがあります．  

乙－j、乙f‡身の郡細の迷子～にあわりて∴りlのぎびJ！人又り巧lの頬崩する骨共所並びに親藩者の牡月資格を肝散サる等、他に  

眼併を与えるような行．鞄をしてiまならない。  
乙ほ、往机lり隠の変把かあっ′二城介．1llに対し軋に相野すること。  

乙は、ほ巴のや‡掬、不作為により生じた一切のn札日生については、白から罰lこ托じ甲に対して一切のiⅣ抒を与えない  

こと，  

乙に、加闇路を招く行為、詐欺行均、押遣績な行為、又仙軋隠によむ紛間脱兎琴に閲する法 に違反する行為が、あった鳩  

イナiユ英酌を－組膵止するとといこ、メンバ“契約帯那12条の施用を受ける。  

又、乙はその欄利を膵止された鳩令、叩と扶持儲から皮ける一切の欄利はそのときから失なう  

乙かりノの名欝、将J8を兼用し、椴控を漏えいし、その他†Pに対し抗落を与え七ときは、乙ほ甲の禅定する机姦舐によって，  

乙に対する粗離食、その他11から食間すべさ金鉄の申から．これらの！月舘を益引九ても異郷を申立ない。  

叉不足の鳩釧よただちに不他言ー（をIl托す賞する，  

那28灸の机据叙（土、兄念と汝蒐の遅延I爪寄金を倉井L／こ念葛穴とする。  

火災、地乱戦争，汲動、内乱、法令の別産、改稚く 公撒力によるぬ令処分，同型沌義、その他の争纏萬．経営現地の  

いちじるしい；変動、抽蓮根閲の霹放、その他不可抗力による契約の金持路若くは一郭の硯行の不1抱、遅延又l土引渡の不能を  

生じた場飢 甲ほその舞に任じない。  

・Ⅵ ごご ネ  

坑23 灸  

須24 糸  

那25 負  

椚26 戴  

那27 条  

都g8 燕  

那29灸  この規約の一部変更又ほ．この鼠約に定めのない耶珊需ついては別途に脇彿Lこれを定める。  

以上．  

この内容をよくお放み下寺い   



（2）特約店契約書及び特約店規約  

特 約 店 契 約 書   

代理店、甲く  ）と乙（  ）との間において、甲の取扱う  
衝品を乙が買取l）敗流する取引の基本的事項につき、次の滴り契約を締一括すも．  

荊l条  （目的）   

甲及び乙は、相互にその利啓関係を尊虚して、甲の取扱常晶の岨光促進に協力し、坊間紙允等に組する法律第a章．連鎖   

一校先取引を厳守し、公正な取引を行なうことをB・的とナる．   

（肢兜契約）  

①乙直、甲より商品を買取り、その取引先に棍売することを肛則とする．  

②乙ほ、本契約を締結するにあたり、印だ証明書2通を必要とし、且つ押恥ま全て舞鞘を使用サもものとする．   

条  
乙は、稔軌こよる甲の承諾を循ない場合、本契約による一切の柏利。教務を第三者ば組汝ナる声とはできない．   

免  
①本契約に基でき、甲か乙に尭抜す商品と価格は如義の通りとする．倦し、必畢に応じ甲乙払教のうえ、これを変更するこ  

とかでさる．  

⑧別茨以外に祈らしく充電着れる商品ほ、乙の取扱い商品に追加されるものとし、この価総は甲か指定し通知する．  

（i主文牧丘並びに兢品代金）  

①本契約に必翠とする初回の法文数宜は、定める商品別数丑を仕入るものとし、以後乙め必葵に応じ、必賽数を甲に法文す  

るものとする．  

（か乙は、不契約に必葬とする商品代金として（金  円悦）を、現金で一指契約時に甲に納入しなければな  

ら二■い．  

（診乙の落i主文による聯晶イモ食の納入は、注文時，現金で納入しなければならない．   

灸  
乙は、甲に本契約締結と同時に、特約店権利金として、企20方円也を支払わなければならない．  

節8  

約 4   

姉6  

窮 7 灸  （眠売澱粉委託買〉  

乙は、本契約締播と同時に、憶開放禿琴に閲する法律、連鎖販売取引による統括者、株式会社  
癒委託梵として念5万円悦を支払わなければならない，なお、この詳掛ま拡充葦移華氏免租鑑拒絶サる．  

く商品の引接し時期及び方ま盗〉  
甲は、乙の商品代金全額により、乙の所有となった商品全数を盤巳乙に引放す．  

に、肱尭漁  

第 8 泉  

窮9 j粂  （返 品）   

甲が、乙に充放した商品については、次の各号に放幾する場合を除いでほ、乙ほ甲に対し返品することができない●  

①製遮上の不良品である場合．  ②注文内容と典った商品力ノ誤送尊れた場合．   

（略啓保持裁務〉   

乙は、本契約中はもちろんのこと、契約終了後においても、甲の経営ノウハウ、その他督♯上の一切の枚啓を保持し、こ  

れそ第三者にi構えいLてはならない。  

（契約逸民時のほ置〉   

甲又は乙か、この鋸如こ追反したと・きはこその程屁に符じ、それぞれ次の糟認を遇釈又は併合して行むう。  

（D警  告  ．①期限付の取引鄭重限、又は侍広  

（診脱兎店取引契約の解除。  ◎牧畜絶償金の旅謀．  

灸  
・乙が、次の各号のlに該当するとさほ、琴の何等の通知！僅瞥を質せず、ただちに本契約を解除することができる．   

この場合，乙か負捜する一切の†欺掛こつき、期限の利益を朱ない、乙又は進帯挽旺人は記ちtこ残債聯全部を甲に完済しな  

ければならない。  

①商品代金，その他の†買聴を期限lこ支払わないとき．  

②他の鱗粉二つさ掃納処分、保全処分、雉創劇行を受け、若くは破証、和敦、壁究、全杜更生法の申しエてを受けた時。  

③ 本契約の取引を中止した時、その他本契約に挽反した時。  

免  
この契約にともむう細部亭項については、規約に定めることとし、甲及び乙ほこれを格威する．  

免  
道筋保旺人は、啓発約により乙が甲に印し灸捜する一切の偶郡lこつき、乙と遠焉してその履行の賃に任ずる．  
粂  
本契約に閲し紛争を生じたとさは、甲又は＊契約による扶持老を督托する数刊請を持って管樗致判餅とすることを、甲及  

t′乙ほあらかじわ倉慈した．  

姉12   

第18  

許14  

罪15  

（翼約の有効搾】1弼）  

本契約の有効那佃、この契約締結の田かち滞1ケ牢とする・促し期間満了lヶ月前史でに乙上り年会費金5－800円也と  
膜究店紹統申請掛こよる枢統申請の届出がある格合に取り木契約は自動的に1ケ年間雄兵ナるものとし、以後も同様とナる。  

ぐその他）  

本契約爽鰍こ関する臆帽■＝L率契抑こ附閲する、粗軋規約、と赦育セールスマニアルによるものとし・且づこれらに忘  

めのむい革凋烏ついてほ、岬と乙との間で協賎して定めるものとする。  

春英釣成立の旺とLて、本許による正本と写（控）を作成し、蟄詳脅それぞJL啓名押印し、各自1通を保有する・  

昭 和   年   月  日  

進常保夏正人 蛙  所  
本  籍．  ヰこ  籍  

氏  名  氏  名  

官軍監恥  

’年   月  8   



特 約 店 規 約   

代理店を甲とし、特約店を乙として特集り店契約の締結にあたり、次の規約を定め．る．  

耶1灸  乙が、特約店の栄枯を拘るこは、甲乙Ⅳ＝こおいて特約店契約霹を締結ナることそ粂件とする．  

前 2 条  乙の、I手釣店としての順鞘は次の通りとすろ  

①甲の取扱う商品の晩発†鋲を有L、甲から既発にともなうノウハウ琴の彼供を受けることができる．  

①乙ほ、統博笥より眠気ゼミナー／し。線甘ゼミナール．特別娃骨ゼミナー／レ会場の硯供を悪け、乙並びに取引先既発抑こ指  

弾を食けることができる．  
椚3 象 特約店契紬土、乙申璃に上る乙所属督救所代茨魯の面接許可を必質とし、且つ乙自笹特約店開設申請薔tこよる手紙そ蛙たこ  

軋乙から甲か契約証を受領し、資格審査に基すさ甲がこれを氷㍑したとき成立し、甲は遅滞なく乙にこれを通知ナる・  
但し、未成年者及〃、禦治産者、準際治産啓は特約店の権利を取得すもごとはできない．  

第 4 粂  一時的店㌍約の条件ほ次の通りとし、これを試していむけれl∫ならない．  

①乙は、，挿約店資格を締ることが、乙にとってヰ厳巷としでの自覚と賛佳の生することを承知していること．  

②乙は．取扱う商品を抜斉した揉も アフタ【サービスを抒むう加盟と拘揖を持つ妙カを行むうこと．  

（診乙は、取引先であった特約聞から、特約店i申‡件の間置を縛るとといこ、その連帯保妊を粗ることを艦耶とする．  

筋 5 象  乙は、白からの卒舐j逢せか、単に金】挽の投棄によってその他紋を維持し、その桔黒だけで判鮭が持ち九るものではないこ  

とを充分観解し、資金的にも、時間的にも、又稚神的にもビジネスの稔舶土色からの啓力と忍点すで縛られるしのであるこ  
とを自覚し官業を行ない、甲．遠雷保雇正人並びに統緒常に、買ぽ：を転嫁してほならない，  

耶 g 粂  物品の所有書超は、物品の安正しがあったときに甲から乙に移転する．捜し甲ほ特約ある鳩命、代金の支払いが、寛了する  

とさまで物品の術有掩を留保することができる．  

黙7 粂 物品の引涯し鰍こ生じた、物品の滅学、波乱i観象、変賃、その他一切の描客ほ、乙の賛に増すペきものを除、さ、甲の負  
顆とし．物品の食晩しほに生じた．これらの丁凡啓i土乙の負旭とする．  

窮 8 魚  乙は食間した物品の今に、不良品、破！Å品、取越品又は注文数鼠との終盤を認めたときは．乙の受領Eから146以内に申  
し出るとといこ、その証明を行なうこととし、1用以上柱鋸象は甲の常に倍．さないむのとする．  

茶 9 灸  乙の取引先が、甲の定める必異な条件を條ネたうえ、特約店取引の申し出を行なりた場合、乙はその連帯保旺人となるこ  

とを傍川l＝：する．  

第10条  乙は、甲と姓正した契約者でか）、甲の従蕉風又は代恩人ではむい．又乙は税℡及び自己の一切の草薙挽賛を、白から支  
弁し、その事儲僧侶lこ関進して必葦な一切の許可又は隠可を、白から取得するものとする．  

雛11粂  乙ほ、甲の定める甘萩の方針及びその手紘を参考にして、曾茹でるものとし、甲ほ乙の甘茶が円滑に適むよう指導を行な‘  

う．又甲は市場の情況変化tこ払って、指導、徳光商品等を変更することかできる。  

斯12象  乙ほ∴甲苦しくほ杭緒者が敗禿低地又は覗売店の利益増並の為に行なう行革．及び研時会琴烏できる限り協力すること．  
第13 魚  乙ほ、収充するうえに必翠な適温の商品安保有すること．  
筋14条  乙は、契約締結を行なj取引先に対して 適切ち・指導、捜助を行なうとといこ、・総意を持って接し．乙の取引上生ずる一  

切の間層烏乙の賛任において円満な解決そ行なうこと，  

邦15魚  申込啓、報告啓等必貰な一切の啓軌土、完全に記入宅名（記名）押印されたらのそ速やかに返付すること．これらの警報  
は、甲は劉傷むしりて効力を生ずも．  

第16 魚  乙の契約した日（契約に甚すく閣品引涯しを受けたBが、契約樽措8放であるとさほ、その引放しを受けた日）かち起賞  
して14日以内の場合、乙の苔面の宛イ蛮二眼り、甲t士卒契約鋸沌行か、巡清なく乙に写真収金額の返還を行なう．  

第17 象  乙！土、契約した日（契約に養すく蒋品引既しを受た日が、契約締結日裸であるときはその引況しを食た日）から起算して  

14日を堤通した訂以後にあってら、乙の罫箇に上る魚信に上l）いつでも蝉約（腐菜〉 を行年うことができる．  

但しこの解約（涙粟）の場合、本契約に必要とした商品代企、極刑金．旭梵莱群雲絶賛は、こ几を返還することができない  

茶ユき条  契約の鱒和ま，乙がその契約の解約を行なう官紀鼓した啓面を発し／こ略その効力を生ずるものとする．但し、未到葦並び  

に発送退娃琴芋．よる紛争を還る琴、公正、■明確に処現する為、内零旺鞘鮪私署くは配達証明付郡使によt〉（杭緒老、  

株式会社  〉発信して下さい、  
甲は、詳16先による契約解約にともなう、棋苔隠す賃金又は嬢納金の支社戊牒周でさむい．  

茶16条の契約の解約があった場合において、当該契約に依る席品の引狂しがすでlこ行むわれている時ほ、その引背丈tこ粟す  

る賢軋土甲の負担とする．  

削6条の契約解約があった場合において．索敵買縛∫二頗わる乙の所有した商品につき、乙の保有により、乙の繁に焙サ下  

き革由1こよIj、雨晶価催を減じた爾品については代金せ申し受けろことがあります．  

耗19 条  

第28 灸  

都Z三 条  

乙は、乙官身の準東進行にあたって、甲の代毯人文は甲の所属する支社（営巣所）並びに尻淫普の社員資格を詐称する琴、  

誤解を与えるょうな行あをしてはならない．  

乙iま、所在地の変死があった場合、甲に低所実質届の啓式をもって甥やかに報告を行なうこと．  

乙は自己の作暦、不作窓により崖じた一切の見放．用兵については．白から文に任じ甲に対して一切の扱者を与えないこ  
と．  

乙に、族解を将く行為、詐欺行為、非道徳な行為、又は故意による訪問販売等に関する法紐に浅反する行為があった場合  

は、契約を－捜停止するとといこ、特約店契約音節11灸の適用を受ける．  

又、乙はその権利を停止き九た堵合、甲と統括者から宏る一切の権利はそのときから失なう．  

乙が、甲の名誉、借用を策班L、扱懲そ混えいし、その他甲に付し玖客を与えたときは、乙ほ甲の算定する娘看破に上り  

て、乙lこ対する報酬金，その他甲かち食滞十ペき金銭の中かち、これらの債務そ差引凡ても興康卓申L立むい；又不足の  

場合はただちに不足奄已を賠償する。  

折26条の扱者℡ほ、元金と法定の逸娃班寄金を合算した金領とする。  

天災、地変、戦争、黒地、内乱、法令の制定、改J苑、公総力による命令処分、同盟罷戴、その他の争親行為、経世現秩の  

いちじちしい変軋輸送観閲の準汝、その他不可知乃1こよる契約の余間苦くは－訪の現行の不能を生じた坊合、甲はその  

平に任じない．  

茶 ヱ2 最  

前2き 条  

罰 ニ1電  

界2S 灸  

窮28 象  

節27 免  

許：柑条  

節29 条  この規約の一都変梵又はこの親約に定めのない析頓に一っいては別故に協激する．促し2国以上協沈Lても腸軋が彗許）ないと  

いときは甲の定めるところによるものとする。  

以上．  

この内谷をよくお統み下さい   



（3）代理店契約沓及び代理店規約  

代 理 店 契 約 書   

統轄者甲（機武舎社  ）と乙ぐ代理店）との間において、甲の取扱商品を乙か  

買取り舷死ナる取引の基本的夢頓につき、次の通p契約を締緒ナる．  

（烏的）   

甲及び乙は、相互にその利啓関係を尊慮して、甲の取扱商品の眼光促進に協力し、訪問放禿等に関する法搾箭8撃 連鎖   

腋梵取引を厳守し、公正な取引を行なうことを目的とナる．   

粂  
圧〉乙は、甲より高晶を買取り、その取引先に壁発することを政R¢とする．  

（診乙は、本契約を締枯するにあたl）、印だ旺明哲2通を必葵とし、且つ押印は全て釆印を使用するものとする。   

粂  
乙は、野面に上る甲のカニ琵を絡ない場合、不契約に上る一切の権利．墓耕を斡三者に韻涯することはできない。   

魚  
①本契約に甚すさ、甲が乙に充隠す商品と価格は別表の通l〉とする．桟し、必敷こ応じ甲乙協汲のうえ、これを変監するこ  

とかできる．  

①別設以外に折らしく充来される筒品は、乙の取払い漏品に追加寺れるものとし、この価格は甲が拇定し通知する。   

（i監文政貴並びに囁品代金）  

①卒宍季りに必葵とする初回？注文数宜は、別紙教育セールスマニアルに定める間晶別散宜を仕入るものとし・以後乙の必買   

に応じ、必要数を甲に注文するものとする．  

（診乙は、本契約に必華とする商品代食として（金  円也）を、現金で一撞契約時に甲tこ納入しなければならない．  

③乙の再注文による礪品代金の納入は、注女時、法文啓をそえて現金で納入しなけ九ばならない．  

条  
乙は、間取引先代理店に本契約締結と同時に、独立営動こともなう権利金として金30万円也を支払わなければならない・   

条  
乙は、甲に本契約締臆と同時lこ、躍禿裁許参托買として釦0方円也を支払わなければならない．●な臥 この件細は販売法   

読糞；托規約に妃載する．  

農  
申1ま．乙の商品代℡食掛こより、乙の所有となった閣品全数を畠巳乙に引放す勧  

魚  
甲か、乙に光波した鱒尋については、次の各号に訪島する場合を除いては、乙は甲に対し返品することかできない・   

①劉濃上の不良品であも場合。  ②注文内容と興った禰品が狼議きれた場合。   

条  
乙ほ、本契的中はもちろんのこと、契約終了後においても、申の経常ノウハウ、その他骨耗上の－一切の隠密を保持し、こ  

れを荊三者に脹えいしてはならない。  

（挙…J絶遠屁時の始置）   

甲又ほ乙が、この契約に速反したときは、その規皮に応じ、それぞれ次の糟置を立沢又は併合して行なう，   

（》 警  告．  （診 期吸付の取引例阻、又は停止．   
◎ 肱売店取引契約の解除。  窃）蔓Å啓給†賞金の！薗求。  

（鞍≡約の帯締り   

乙か、次の各号のlに誓塞するときは、甲は何等の通知催告を姿せす、ただちに本契細を鱒験することがでをる．この格  

合 乙か負担すも一切の恨読につき、期限の利癒を失い、乙又は連帯保旺人は在ちに放伐砂金沸を平に完済しなlナれlギな  

らt■い．  

① 商品代全、その他の債務を期限に支払わないと畠．   

◎ 他の惰掛こつさ滞納処分、保全処分、絶倒執行を動ナ、暮しくは破産、御免、改札会社東正法の申し正を受けた吼   
（参春頃釣の取引を中止した暗、その他本契約に違反した時．  

魚  
この契約の履行にともなう細部野堰こついてfま、規約に定めることとし、甲及び乙はこれを啓温する。  

条  
述滞供旺人は、本契約により乙が甲に対し風格する一切の偵掛こつき、乙と巡常Lでその現行の禦に任でる・  

灸  
（令 

酢 2   

耶 ユ  

姉 4   

弟 6  

薫 7  

筋 8  

奴 9   

筋10   

釣ユ3  

箭1ヰ  

窮15  

窮i8 粂  

め台・繋：した。  

月別掛の有Ⅶ購l聞〉  

本契約の有効期榔ま、この契約締結のβかち囁1ケ牢とナる・但し期間渾Tlヶ月餅きでに乙より牢筆数企5・000円也と  
販売店蒐統中指郡に上る継続申請の届出がある掛針こ取り木契抑ま自動的に1ケ年間延長ナるものとし、以後も同様とする・  
（その他）  

不明的実施（こ園する細別は、年額紬二附吼する．規軋規軋と教習モー′しスヤユ7ル（こよるものとし、且つこれらに宅  

めのない瑚即‡こついては、甲と乙との聞で協恥して冤めるむのとする。  
不捌旭丘の放として、不漁こよる正不と写l接）引柑L・蛮‘街着そハぞれ署名押印L、各自1過を保有する。  

町子 卯   年   月  日  

連帯保証人現住所  揺甲佐 餅  
氏  名  本   籍  

氏   名  

本  籍  
生年月日  年   月  E  氏  名  
支  払・（督某所）  

この内容を良くお上み下さい   



代 理 店 規 約  

統梓者 株式金桂  を甲とし、代理店を乙として代理店契約の締結にあたり、次の規約を食める  
窮1粂  乙か代鞄店の資格を得るにほ、甲乙間において代理店染，的腰を締結することを条件とする。  

乙の代理店としての鳩鞘は次の通りとする．  

G）甲の取払う商品の販売柚を有し、甲から臨死にともなう／ウハウ琴の撞供を受けることがでさる。  
⑧本規約豹9灸を職行することにより、甲より既発促進禦、コミ・レンヲンの支給を受ける相和を有する。  
③甲の代理店革帯故習規則に基ずき、国内卸確・海外綱吉琴各碓の柑軋政宵を動ナる権利を有する。   
灸  
よる手紙を経た後、乙から甲が契約諺を費了し資格等迩に基ずさ甲がこれを承㍑したとき庇立し、利手遅滞なく乙にこれ   
を通知する。促し、兵ご奴年番及び粁治應駕、準禁治産者は代理店の権利を敢押することはできをい。   

灸  
①乙ほ、代毯店栄枯を得ることが．乙にとって啓嚢薯としての自覚と棄任の生ずることを充分承知していること。  
⑧乙は、取扱う商品を脹兜した絶し、アフターサービスを行なう知持と琉曙む持つ努力を行 うこと。  
③乙ほ取引先であった代理店から、代理店申漕の同定を終るとともに、その連帯探鉱を縛ることを原則とする。  
条  

を充分理，埠し、資金的にも、時間的にも、又緒挿的にも、ビジネスの成功は白からの努力と放射てヰ導られるものであるこ  

とを自兜し甘食を行ない、甲並びに迎簡保旺人に背任を絃嫁してはならない。   
粂  
ときまで、物品の所有極を懲†案する土とができる。   

条  
捜とし、物品の引注し絶tこ生じた、これらのⅢ審は乙の貝絶とする。   

粂  
申し出るとと璽パこ、その旺明を行なうこととし、14日以上経過後は甲の賃に欄きないものとする。   

粂  
を既剛とし、叩の称那威助を受け、通常保牙正代哩店低脚足撼鞠指帝規則並びに代蔑店祈祷操宵戒輝こ基ずき逆符牒廷を   
行なう代理店の赦ずアと柑j翔を行なう雅塀をメ1う。  

魚  
弁し、その猫濃縫曾に周通して必黎な一やjの茶†可又は醒可を白から恥挿するものとする。   

衆  
う。又甲は相場のう椚兇変化に従って、撒i＃・眼兜闇品等を汲記することができる。  

条  
条  
黒  
切の開成は乙の登†一において円満な解決を守†なうこと。  

灸  

那 3   

第 4   

窮 5   

衝 6  

補 7  

窮 鳥  

第 9   

第10  

卵】l  

那12   

窮13   

荊14  

靴15   

の憩頬iよ、甲に別名をらって助力を生ずる。  

乙の契約した日（㌍約に巌ずく滞■軌引渡Lを一致けたロが、契約柿紬11揉であるときは、その引涯しを儲けた日〉から是抒  

Lて王4日以内の場合、乙の箇所の殆イ馴こ限り、里〈よ本契約解約を行8・い迅渾なく乙に領収金苫田の返過を行なう。  

乙は、突風したロ（㌍約に塵ずく商品引渡しを受けた日か、契約締結日経であるときはその引渡Lを儲けた臼）から恕押  

して14日を経過したE以青臭にあっても、乙の群肘（こよる党愕によりいつでも解約（廃業）を行なうことができる。  

促しこの析約（廉薫）の場合、本契約に必箪とした間晶代食・極刑金・服発語稗嚢絶望は、これを逼迫することができない。  

詔勅の解約は、乙かその契約の耶釣を行なう浄妃搬Lた昔耐を托した噂その効力を生ずるものとする。机し、未到竃並び  

に発送遅延率による紛伸を凝る等、公正・明確に処潤する為内別記町1郁1氾、若くは蕗仁淀釈明付郵便により（統摘笥・抜式  

金比  ）発信して下さい。  

リリよ、郡】6粂による魂約駆約にともなう．相加嘲借食又は通約食の立札を購求できない  

那川牒瀾沌．のり＝J乾しかすでに行なわれでいるl嘲は、その引時に粟する架約の殆や約かあった域佃こわいて、蛮政明約に締る  

†川jはIl－のn甘．とする。  

那l（；粂の灘釣魚膵ノがあった場合において、～」盲．掛鮎拘に縄わる乙の所有Lた粛鋸．■一につき、乙の保イ／により．乙のl■帰城廿ぺ  

㌢串血により、昭抽一輔仙を減烏た浦川については代企を小し曳けることがあります。  

荊16 灸  

第 三ア 条  

椚∴ほ条  

第】9 粂  

郡 20 粂  

机 21灸  

乙は．乙負初の恥麓の進行にあたって、乙の所属する世故桝又は甲の祉1穐資格を詐称する軋他に搭研を与えるような行  耗22 条  

軒23 条  

恥24 灸  

邦2S 衆  

姉26 条  

均をしてはむちない。  

乙ほ、所出也の変更があった爛れII】に†封甘変更届の懲武をもって速やかに削旨を行なうこと。  

乙は、自己の作意▼不作息によりごi乙じた一切のr川トi51火については、【句カー〔｝恥二任じ1Ilに対して－りjのⅢ巻を与えない  

こと。  
乙に、誤解を招く行軋詐欺行為、非道徳な行為、又は故蕊による富力開披鷲琴に関する汝衝こ建反する行為があった場合  
ほ、輿約を－糾寧止するとといこ、代理店契約辞邦‖条の通用を受ける  
乙が、甲の名詳、倍用を策撒し、機密を渥えいし、その他甲に対しⅢ鞍を与えたときは、乙ほ甲の井定する挽審額によっ  
て、乙に対する報酬金、その他甲から食乍拝すペき金銭の中から、これらの用務を藍引れても興舐を申し立ない。叉不足〆  
場合ほただちに不足絹を陀傾する。  
那2¢粂の4月寄食は、元金と法定の退場棚番金を合算した金官汽とする。  

天災、地変、蝿争、黒め、内乱、法令の削恵、政和、公用力による命令処分、同盟取残、その他の争浪行為、級骨頂境の  
いちじるしい変動，輸送機関の翠放、その他不可効力による契約の全部署くほ叫郡の履行の不能を生じた場合、甲はその  
棄に焦じない。  
この規約の一部変更又lまこの規約に定めのない弥勒こついてほ別洩に払拭する。但し2【或以上脇執しても協汲が蛇わない  
ときほ甲の定めるところによるものとする。  

以上。  

窮27 免  

郁28 粂  

窮29 魚  

この内答をよくお沈み‾Fさい   



＜参考資料＞  

1東京都消費者被害政済委員会審議経過  

開 催 日   審  読  経  過   

昭和62年11月12日（木）  1知事から付託された「連鎖販売業（マルチ  

商法）に係る消費者紛争案件（3件）」について  

審議  

2委員会に上記紛争案件処理のため「あっせ  

ん部会」を設置  

あっせん部会の構成（委員5名）  

部会長正閏彬 

委 員 野村 宏治 （   ク   ）  

上村 正二 （   ヶ   ）  

並木 良（滴費者委員）  

本庄 正則 （事業者委員）   

昭和63年9月19日（月）  

からあっせん成立の報告を受け、その内容に  

ついて審議、了承。  

＼   2知事へ付託紛争案件の処理結果について琴  
止  
■ ●   
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2 あっせん部会審議経過  

審  回 数  開 催 日  議  内  容 

昭和62年  

第1回   11月27日（金）  紛争案件の説明及び今後の方針について   

第2回  

ついて詳細な事情聴取を行う  

第3回  

紛争内容における問題点の整理・検討  

昭和63年  

第4回  

解決への基本的な考え方等の検討  

第5回   上   

第6回  

及び状況等について事情聴取  

第7回  

解決への基本的な考え方等の検討 

第8回  

要点について事情聴取  

第9回  

提示、解決への考え方等の提示  

第10回   

第11回  6月1日（水）  あっせん内容の検討   

第12回  6月14日（火）  報告書の検言寸   

第13回  8月2日（火）  あっせん案の提示及び協定書の調印   

第14回  8月15日（月）  報告書の検討   
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3 束京都消費者被害救済費貞会委員名簿  

◎ 会 長  ○ 会長代理  

氏． 名   現  職   今 回 の  あっせん部会   

学  

識  
経 
験  正田 彬  慶応義塾大学産業研究所教授（経済法）  部会長  

者 委  野村宏治  弁護士（第一東京弁護士会所属）   委  員  

貞   上村正ニ  弁護士（東京弁護士会所属）   委  員   

消  中村紀伊  主婦連合会副会長  
費  
者  並木 良  東京都地域婦＜団体連盟副会長   
委  

委  員  

貞  寺田かつ子  東京都地域消費者団体連絡会代表委員  

事  本庄正則  東京商工会議所国民生活委員会副委眉長  委   員 
業  
者  菅谷頼道  東京都中小企業団体中央会会長  

委 農  

＜参 考＞   

部 会（3部会）   

○あっせん部会……事件ごとに会長の指名する学識経験者、消費  

者、事業者の主音委員をもっ・て構成  

○調 停部 会・＝…学識経験者委員会貞をもって構成  

○訴訟援助 部会……学識経験者委員会貞をもって構成  
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